
マネジメント技術の
国際標準化と実践
─建設プロジェクトの挑戦─

博士（工学）　山岡　暁 著

コ ロ ナ 社

コ
ロ
ナ
社

http://www.coronasha.co.jp/np/isbn/9784339052626/


　本書は，筆者の国内外におけるプロジェクトマネジメントの経験を踏まえ，

国際標準化が進むマネジメント技術の知識体系や実践方法を解説する。プロ

ジェクトを成功に導くために，マネジメントは，きわめて有効な技術や技能と

して実務者に認識されるようになった。さまざまな分野のグローバリゼーショ

ンが進行する中で，日本人が国内外で外国人とともに仕事をする機会は増えて

おり，企業や組織はリスクをマネジメントしなければ存続できない状況になっ

ている。しかし，多様な人々とチームを組んで，プロジェクトを問題なく実行

することは，多くの日本人にとってそれほど簡単ではない。

　具体的なプロジェクトとして，国内外の建設一般や社会基盤整備を取り上げ

る。社会基盤整備は，地域や国家の歴史や社会，経済，人々の生活，さらに自

然環境に多大な影響を与えてきた。多くの社会基盤のプロジェクトは大規模か

つ複雑であり，多くの人々が利害関係を有するために，これらのプロジェクト

マネジメントが抱える課題も深く広い。社会基盤整備は，難しいプロジェクト

の一つであり，適切なマネジメントを必要とする。国内外で社会基盤整備の手

法や資金調達が変化する中で，海外のプロジェクトに日本人が参加し，プロ

ジェクトを成功させるためには，マネジメントを十分理解した上で，実施しな

ければならない。

　マネジメントは，社会で働いた経験がある人ならば，実務を通じて断片的で

はあるが，その都度，必要な知識を身につけられる。しかし，マネジメント

は，プロジェクトの経験や記録に基づく知識や方法論に限らず，きわめて幅広

い知識分野を含んでいる。品質と原価だけを取り上げてバランスよく調整すれ

ば，プロジェクトが成功するわけではない。成功するには，総合的なマネジメ

ントが求められており，プロジェクトの期限や品質，予算を満足して，顧客の

要求事項に答えなければならない。プロジェクト自体は，日常発生するものか

ら宇宙開発まで非常に幅広いため，プロジェクトマネジメントは一律に扱えな
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ii　　　ま え が き　

い要素を含んでいる。しかし，その技術や手法を理解し，それを自分の専門分

野や仕事でのプロジェクトに適用すれば，新たな成果や価値を生み出すことが

できる。

　プロジェクトマネジメントは，知識の総合的な体系化に伴い，標準化が進ん

でいる。欧米では，さまざまな分野から幅広く知識を集め，体系化し，科学的

な手法も取り入れて国際標準化を進めている。例えば，アメリカのプロジェク

トマネジメント協会（Project Management Institute，PMI）が発行している

『プロジェクトマネジメント知識体系ガイド』（Project Management Body of 

Knowledge Guide，PMBOKガイド†）は，2017 年に第 6 版が出版された。欧

州や国連などでは，イギリス政府が開発した PRINCE2 が用いられている。

PMIは，1969 年に設立された非営利のプロジェクトマネジメントの組織であ

り，世界各国でプロジェクトマネジメントの標準策定や PMP（Project 

Management Professional）資格認定，交流などを行っている。本書では，

『PMBOKガイド』を国際標準化されたプロジェクトマネジメントガイドとし

て扱っている。

　本書では，1章で，体系化・国際標準化が進むプロジェクトマネジメントの

基礎知識を説明する。知識には，プロジェクトマネジメントの体系と，理論や

経験から構築された内容が含まれる。

　2章では，日本の組織文化が，マネジメントに及ぼす影響を述べる。日本の

文化や思考は世界の中で特異性があり，国内での仕事やプロジェクトにおける

日本人の常識は，世界では通じないことも多い。日本とは異なる文化的背景や

組織的背景を有する多様な利害関係者が関わる国際的なプロジェクトに参加

し，プロジェクトを成功させるには，まず，プロジェクトへの日本固有の環境

要因を理解する必要がある。

　3章では，国際標準化が進行するプロジェクトマネジメントに従って社会基

盤プロジェクトを実施することを想定して，プロジェクトの立上げから終結ま

†　  本書で使用している会社名，製品名は，一般に各社の商標または登録商標です。本書
では ®と™は明記していません。
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でのマネジメント技術を説明する。プロジェクトマネジメントは，投入・工程

（プロセス）・成果の流れで構成され，さまざまなツールや技法が工程に適用さ

れる。社会基盤プロジェクトは，国内外で日本の建設コンサルタントや建設会

社によって実施されている。国内と海外では，用いる知識体系は似ていても，

投入する情報や成果物としてのプロジェクトマネジメント計画書も異なる。国

内で培ったマネジメントを海外でそのまま用いても，さまざまな変更要求やカ

ントリーリスクには十分対応できない。これまでの国内外の建設プロジェクト

やマネジメントを評価分析し，プロジェクトマネジメントの課題と対策も述べ

る。

　4章では，国内外の建設プロジェクトを取り巻く近年の状況変化を受けて，

プロジェクトマネジメントの視点から，今後の建設や社会基盤整備の課題と対

策を説明する。まず，日本の建設業の海外での受注や活動の実態を述べ，その

課題を探った。コミュニケーションや，契約などのリスクマネジメントに関す

る多くの課題が日本企業によって認識されている。近年，社会基盤は，各国政

府の財政負担を軽減するために，民間資本も活用して開発するようになってき

た。そのためにプロジェクトの調達や契約の方式が変化している。

　社会基盤整備にとって環境社会配慮との協調は，長年の課題であり，課題解

決のための国際援助機関の取組みも変化してきた。途上国の社会基盤整備で

は，経済性だけでなく，ビジネスとして収益も得られるように，官民で適切に

役割とリスクを分担し，官民連携で取り組む新たな方式が求められている。

　日本の政府開発援助による途上国の社会基盤整備の成果は，国内外で十分に

理解されていない状況にある。プロジェクトの評価は公平に実施され，公開さ

れる必要がある。プロジェクト評価では，開発を支援する側だけでなく，支援

される側の評価も求められている。

　5章では，社会基盤整備への民間資本活用の課題を踏まえ，プロジェクトの

経済・財務分析の手法を説明する。事業者や投資家は，プロジェクトファイナ

ンスや会計法も理解し，経済・財務の視点からも事業が成立することを評価分

析しなければならない。

コ
ロ
ナ
社



iv　　　ま え が き　

　本書は，筆者の限られた知識と経験による読本であり，国際標準化が進むプ

ロジェクトマネジメントの直接の解説書ではないので，その詳細を理解するに

は，『PMBOKガイド』などを活用していただきたい。読者は，国内外で建設

や社会基盤に関心のある学生や社会人に加えて，プロジェクトマネジメントを

学習した経験はないが，マネジメントに関心のある方々も対象にしている。読

者が理解を深められるように，また，アクティブラーニングなどの新しい教育

方法にも対応するように，問題や演習問題を掲載した。本書の出版にあたり，

コロナ社および株式会社熊谷組 神代直弘氏，合同会社石黒アソシエイツ 石黒

正康氏から多くの有益な示唆や協力をいただいた。ここに深く感謝いたしま

す。

　2018 年 8 月

山岡　暁
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　本章では，国際標準化が進行するプロジェクトマネジメントの基礎知識を解
説する。プロジェクトマネジメントを実務で活用するには，まず基礎となる知
識を理解する必要がある。知識には，プロジェクトマネジメントの体系と，理
論や経験から構築された内容が含まれる。対象とする知識の範囲はきわめて広
いので，まず全体の概要と要点を説明する。

　
1 .1　プロジェクトとは

　プロジェクトは，特定の目的を達成するための期限の決まった活動である。

日常生活や仕事で生じるものもあれば，国家を挙げて取り組むものもある。プ

ロジェクトは，『PMBOKガイド』では，以下のように定義されている1）† 1。

　「プロジェクトとは，独自のプロダクト，サービス，所産†2 を創造する

ために実施する，有期性のある業務である。」

　つまり，一定の期限と具体的な仕様が決められている土木構造物や新製品，

新システムを作ることなどは個々のプロジェクトになり得る。プロジェクトと

対比されるのは，定常業務である。会社などの通常業務や継続的な運用管理，

あるいは改善活動などは，特に開始と終了が定義されていないので，プロジェ

クトではない。定常業務をあえて定義すると，「同じ生産物（プロダクト）ま

たはサービスが繰り返し創出される期限のない活動」となる。すわなち，独自

性と期限があることがプロジェクトの最も大きな特徴といえる。

　複数のプロジェクトの集合体をプログラムと呼ぶ。単独のプロジェクトのマネ

ジメント，すなわちプロジェクトマネジメントに対して，全体管理や全体最適

1章　  プロジェクトマネジ
メントの基礎知識

† 1 肩付き数字は，巻末の引用・参考文献番号を表す。
†2 所産は，resultの和訳。
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2　　　1.　プロジェクトマネジメントの基礎知識　

を含む複数プロジェクトのマネジメントをプログラムマネジメントと呼んでいる。

　プロジェクトには以下の特徴がある。

・　過去に存在しなかったなにかを生み出す要求やニーズがある。

・　必ず開始と終了の時点がある。

・　永続的ではない一時的なチームが実施する。

・　1 人のリーダー（プロジェクト・マネジャー）と複数の要員からチームが

構成される。

・　予算が与えられる。

・　複数の工程で成り立つ。

・　各工程で必要な資源が変化する。

・　予想できない事態が発生する可能性がある。

　上記の特徴を踏まえると，プロジェクトが成功する条件は，以下のようにま

とめられる。

・　期限内に，

・　予算金額内で，

・　要求水準を満たす技術成果のもと，

・　割り当てた資源を活用して，

・　要求事項を満足して完了する。

　人類は，これまでさまざまな事業をプロジェクトとして実施することによっ

て，社会経済を発展させ，人々の生活水準を向上させてきた。歴史上の巨大事

業は，社会基盤（インフラ）整備に関係するものが目立ち，これらの多くは，

プロジェクトで実施されてきた。

　古代の偉大なプロジェクトとして，ギリシャや地中海沿岸の都市建設やロー

マ帝国の道路網や水道橋，ローマと中国をつなぐ東西交易回廊，中国の万里の

長城がある。また，日本でも，飛鳥・奈良時代には，都市が建設され，ダムで

造った満濃池†で灌漑が始まった。中世では，ヨーロッパや中東，中国におい

†　  8 世紀初頭に香川県に造成された灌漑用のため池。建設後，何度も決壊と再構築が繰り
返されており，空海も改修に尽力した。現在も使用されている。
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　1.2　プロジェクトマネジメントとは　　　3

て，都市が開発され，人の交流や商業のための道路および港湾建設が盛んに

なった。近代では，イギリスで始まった産業革命により，蒸気機関が発明さ

れ，鉄道が敷かれ，蒸気船の発着のために世界で大型の港湾施設が建設され

た。日本にも明治時代に蒸気機関が輸入され，機関車が走った。その後，自動

車の発明により耐久性の高い道路が建設され，飛行機の発着のために世界中で

空港が建設された。人は電気を知り，発電所を建設した。現在では，通信技術

が発達し，携帯電話やインターネットのために，途上国を含む世界中でアンテ

ナや光ケーブルなどの通信インフラが整備されている。これらのプロジェクト

の成功によって，多くの国々で，人の交流や物流が盛んになり，地域や国家の

社会経済が発展し，人々の暮らしは豊かになった。

　優れた技術やマネジメントによって完成した生産物は，現在も遺産としてだ

けでなく，現役の社会基盤として機能しているものもある。しかしながら，過

去の多くの偉大なプロジェクトでは，設計図書を始めプロジェクト文書がな

い。ましてやプロジェクトマネジメントの文書はさらに少ない。今後も社会基

盤整備は，その価値や重要性，複雑さから，プロジェクトマネジメントを最も

活用すべき対象の一つである。

【問題 1 .1】定常業務とプロジェクトの具体的な事例をそれぞれ挙げなさい。

　
1 .2　プロジェクトマネジメントとは

1 .2 .1　定　　　　　義

　プロジェクトマネジメントは概念であり，その内容を正しく理解した上で，

概念を目に見える形で実行に移していかなければならない。これまで，その概

念自体もあいまいな部分があったため，どのように実施していくべきかも明確

ではなかった。現時点でも，その概念が固定し，完成までの過程で実行すべき

作業や手法が確定したわけではない。しかし，これまであいまいだった概念や

実行すべき作業を知識体系やプロセスを分析することによって，明確化してき

た。したがって，マネジメントによって，プロジェクトに関わる人や組織が，

適切な計画を立て，作業を実行し，プロジェクトをより高い確率で成功に導く
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4　　　1.　プロジェクトマネジメントの基礎知識　

ことが可能になってきた。

　プロジェクトマネジメントは，『PMBOKガイド』では次のように定義され

ている。

　「プロジェクトマネジメントとは，プロジェクトの要求事項を満足させ

るために，知識，スキル，ツール，および技法をプロジェクト活動へ適用

することである。」

　上記では，「プロジェクトの要求事項を満足させるために」と記述され，「プ

ロジェクトの成功のために」や「プロジェクトが生み出す便益や利益を確保す

るために」ではない。要求事項は通常，文書化されており，プロジェクトの立

上げで，まずチーム要員全員がそれを確認する。簡単なプロジェクトならば，

要求事項は詳細に記載されていないかもしれない。要求事項が明確でなけれ

ば，それを確認し，同じ認識を共有すべきである。欧米では当然のことであろ

うが，日本やアジア諸国では，この点から意識や疑問を持ってプロジェクトに

取り掛からなければならない。

　プロジェクトマネジメントと一般的なマネジメントは，どのように違うのだ

ろうか？ マネジメントは，プロジェクト以外に，経営や資産，財務，あるい

は組織やチームを対象に使用されている。この手のノウハウ本は本屋やウェブ

でもよく見かける。国内外で，マネジメントに関する書籍は毎年，数多く出版

されている。

　プロジェクトマネジメントと一般的なマネジメントのマネジメント理念に基

づく理論や実践に関する主要な項目を表 1 .1に示す2）。両者は同じ基本概念を

有するが，プロジェクトまたは組織において，おもに考慮されるマネジメント

に関連していくつかの大きな違いが見られる。すなわち，意思決定と実施決定

において，両者の領域での適用や運用が異なるために，マネジメントプロセス

が異なる。

　図 1 .1にプロジェクトの組織体を示す。一般に，プロジェクトは母体組織の

中で立上げられる。スポンサーは，母体組織に所属する個人や組織であり，プ

ロジェクトの後援者や保証人としての役割を果たし，プロジェクトを成功に導
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　1.2　プロジェクトマネジメントとは　　　5

くために資源を提供し，支援する。プロジェクト立上げの責任者にもなる。母

体組織は，その中で実施されるプロジェクトだけでなく，日々の定常活動もマ

ネジメントしなければならない。

　日本でも，マネジメントは，カタカナで使われるようになった。従来から，

日本にマネジメントがなかったわけではなく，管理や監理は一般に用いられて

きた。コントロールも和訳すると，管理になる。マネジメントのほうがコント

ロールよりも，活動の範囲が広く，深いと考えられる。国家資格の技術士に

は，総合技術監理部門がある。これらの用語が明確に使い分けられているとは

考えにくい。この点は，1.9 節「マネジメント用語」で，解説する。

表 1 .1　プロジェクトマネジメントと一般的なマネジメントのおもな違い

項目 プロジェクトマネジメント 一般的なマネジメント
目標 費用・工期・技術的な実施の具体的な目標 組織戦略マネジメント
目的 特別な要求 組織の使命や存続目的，ゴール
組織 マトリックス型 / プロジェクト型 垂直（機能）型

関心

・プロジェクトの機能と母体組織のイン
ターフェースに焦点

・継続中の事業

・生産物とサービス，プロセスで役立つ母
体組織の資産に着目

・組織の成功

・母体組織の戦略を支援 ・組織の活動の効率と効果
・プロジェクトステークホルダー（利害関
係者）

・機能とプロジェクト活動の統合

図 1 .1　プロジェクトの組織体

スポンサー

プロジェクト・
マネジャー

プロジェクト
マネジメントチーム

プロジェクトチーム

母体組織
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